
資料１ 

経済財政運営と改革の基本方針 2014 ～デフレから好循環拡大へ

～（平成26年６月24日）（抜粋） 
 

第１章 アベノミクスのこれまでの成果と今後の日本経済の課題 

４．日本の未来像に関わる制度・システムの改革 

 

（「人口急減・超高齢化」の克服） 

デフレ脱却・経済再生の先に、もう一つ超えなければならない高いハードルがある。現在

の日本は、「人口急減・超高齢化」へ確実に向かっている。この流れを変えなければ、持続

的・安定的な成長軌道に乗っていくことはできない。 

人口急減・超高齢化の流れを変えることは容易でなく、流れが変わっても効果が現れるま

で長期間を要する。人口急減・超高齢化の流れを変えられない場合には、経済規模が収縮し、

縮小スパイラルに陥るおそれがある。そこに至っては、もはや回復は困難となろう。従来の

少子化対策の枠組みにとらわれず、福祉分野以外にも、教育、社会保障、社会資本整備、地

方行財政、産業振興、税制など、あらゆる分野の制度・システムを若者・子ども世代や次の

世代のためになっているか、結婚しやすく子育てしやすい環境を実現する仕組みになってい

るかという観点から見直し、2020 年を目途にトレンドを変えるために抜本的な改革・変革

を推進すべき時期に来ている。 

希望通りに働き、結婚、出産、子育てを実現することができる環境を整え、人々の意識が

大きく変わり、2020 年を目途にトレンドを変えていくことで、50 年後にも１億人程度の安

定的な人口構造を保持することができると見込まれる。 

 

（望ましい未来像に向けた政策推進） 

人口急減・超高齢化への流れを変え、望ましい未来像に向けた改革・変革を進めていくこ

とにより、以下のような道筋が描かれる。 

① 人口急減・超高齢化に対する危機意識を国民全体で共有し、50 年後に１億人程度の安

定した人口構造を保持することを目指す 

② 経済を世界に開き、絶え間なくイノベーションを起こし、高付加価値な財・サービス

を生み出すことを通じて、成長を続ける 

③ 年齢、性別に関わらず、意欲、個性や能力に応じて様々な形で活躍できる社会、制度、

仕組みを構築する 

④ 個性を活いかした地域戦略と、地域における「集約・活性化」を進め、働き場所があ

って暮らし続けられる地域社会をつくる 

⑤ 基盤的な制度、文化、公共心など社会を支えている土台を大切にする 

望ましい未来像とそれに至るまでの道筋を共有し、現在必要となる取組について、局所的

な対応に陥らないよう、優先度に留意しながら、全体として推進していくことが重要である。

デフレ脱却・経済再生に向けた動きを確実にするとともに、その先を見据え、社会保障制度

と財政の持続可能性を確保しつつ、地域社会の再生、発展を可能とし、日本経済の持続的・

安定的な成長を実現していく観点から、人口急減・超高齢化の克服に向けた諸課題への対応

にスピード感を持って取り組んでいく時である。とりわけ、地域の活力を維持し、東京への

一極集中傾向に歯止めをかけるとともに、少子化と人口減少を克服することを目指した総合

的な政策の推進が重要であり、このための司令塔となる本部を設置し、政府一体となって取

り組む体制を整備する。 


